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研究要旨 

目的 本研究は３年間で(1)行動障害が重篤化する学齢段階でのアセスメント方法の開

発、(2)学校を含めた福祉・医療に対する研修システムの開発、(3)福祉・医療施設でのコ

ンサルテーションを遠隔で可能にするための情報共有システムの開発を行い、地域に実

装しその効果を検証することを目的とする。方法 今年度は学校での重度な行動障害の

ある児童生徒の実態調査と教育上のニーズについて把握すると共に、機能分析を用いた

福祉職員向けの行動障害のため研修プログラムの効果検証、及び情報共有のためのアプ

リケーション開発を行った。結果 全国の知的障害特別支援学校における実態調査の結

果、行動障害のために別室での１対１対応を行っている児童生徒は 2.11％であり、対象

児童生徒の障害としては自閉症スペクトラムの特性のある児童生徒が大半を占め、高等

部段階になると知的障害の程度が軽度の割合が増加する傾向が示唆された。また対応と

しては効果的なアセスメントの不足、事後対応の多さ、教師への支援と医療連携のニー

ズが示された。機能分析を用いた行動障害の支援者研修プログラムの効果が示され、連

携ソフトウエアの開発がなされた。考察 強度行動障害研究から、行動障害は学齢期に

重篤化することが示されている。今回の研究では学齢期の特別支援学校の実態が明らか

になった。その課題としてはアセスメント、教員支援、医療連携が示され、今回の全体
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研究ミッションの必要性が改めて示唆された。今回開発された効果的な支援者養成プロ

グラム、連携をアシストするアプリケーション開発を加えて、行動障害に関する地域連

携システムの構築を目指したい。 

 

A．目的 

行動障害・強度行動障害に関する研究は

今まで、福祉、教育、医療と別々に行われ、

その連携は十分でない。重篤な行動障害の

ある人々の生活を支えていくためにはそれ

ぞれの領域の密度の濃い継続的連携が不可

欠である。本研究は３年間で(1)行動障害が

重篤化する学齢段階でのアセスメント方法

の開発、(2)学校を含めた福祉・医療に対す

る研修システムの開発、(3)福祉・医療施設

でのコンサルテーションを遠隔で可能にす

るための情報共有システムの開発を行い、

支援学校・学級を含め、地域に実装しその

効果を検証することを目的とする。 

平成 26年度から 27年度で(1)特別支援学

校・学級における強度行動障害についての

実態調査とアセスメントツールの開発、(2)

教育・福祉・医療職員に対する研修マニュ

アル作成と研修プログラムの効果検証、(3)

情報共有システムの構築を行い、28 年度に

おいては、アセスメント、研修プログラム、

情報共有システムよるコンサルテーション

を統合的に運用しその効果を検証する。 

本研究で行動障害の治療に用いる機能的

アセスメント（functional assessment）は、

多くのメタアナリシスによって治療効果が

証明され（Didden et al.2006）、米国国立保

健機構（NIH）においても推奨（1989）さ

れている。特に Wacker  et al.(2013) はイ

ンターネットを使用して医療機関と家庭に

対して問題行動への機能分析によるコンサ

ルテーションを行い、成果を報告している。    

本研究は３年間で(1)行動障害が重篤化す

る学齢段階でのアセスメント方法の開発、

(2)学校を含めた福祉・医療に対する研修シ

ステムの開発、(3)福祉・医療施設でのコン

サルテーションを遠隔で可能にするための

情報共有システムの開発を行い、地域に実

装しその効果を検証することを目的とする。 

 

B. 方法及び C 結果 

 
１．知的障害特別支援学校における行動障害の

ある児童生徒に関する実態調査（1） 

（井上雅彦・大羽沢子・藤家まり） 

行動障害のために 1 対 1 対応を要する児

童生徒の実態とその支援体制、及び教員の

抱えるニーズについて全国の知的障害特別

支援学校 642 校に郵送によるアンケート調

査を行った。回答があった 396 校のうち、

何らかの行動障害のために別室で個別対応

を要している児童生徒の数は 1234 名であ

り、回収された学校の在籍児童生徒数の割

合では 2.11％であった。 

また、それらの児童生徒の多くは自閉症

スペクトラムと知的障害を併せ持っている

ことが示された。行動障害の実態把握や指

導支援の方法では、機能分析などのエビデ

ンスがある方法が用いられている割合は低

く、困った行動が生じてからの事後対応が

多く、起こさなくて済む事前の支援方略に

ついての理解と対応が不足していることが

課題としてあげられた。また教師支援や医

療との連携の必要性が示唆された。 
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２．知的障害特別支援学校における行動障害の

ある児童生徒に関する実態調査（２） 

（井上雅彦・大羽沢子・藤家まり） 

調査１であげられた何らかの行動障害

のために別室で 1 対 1 対応を要している

児童生徒 1234 名のうち、834 名について

その実態をさらに詳しく調査分析した。

実態として、広汎性発達障害を含めた自

閉症スペクトラムの割合が７~８割であ

り、知的障害の程度は、小中高等部と学

部が上がるにしたがって重度・最重度の

割合が減少し、中度・軽度の割合が増え

ることが示された。知的障害が中軽度であ

っても行動障害全体の重篤さは軽減するわ

けではないこと、学部が上がるにしたがっ

て行動障害の中身がより触法的な内容の割

合が増え、内容に変化がみられるというこ

とが明らかとなった。 

知的障害特別支援学校に在籍する児童生

徒について、自閉症や行動障害に対する客

観的なアセスメントの実施が求められとも

に、特別支援学校内のユニバーサルな教育

環境として、自閉症特性がある児童生徒が

参加しやすい環境を一次支援として整える

ことで重篤化を予防し、その上で個々の行

動障害に対する個別的な指導や支援を一貫

して行っていく必要がある事が示唆された 

。 
３．福祉施設職員を対象とした機能分析を用

いた行動障害に対する支援者養成研修の効

果 

（井上雅彦・綾木香名子） 

行動障害のある利用者を担当する福祉職

員を対象として、機能分析に基づくスタッ

フトレーニングプログラムを実施し、その

効果を検討した。連続 5 回と事例発表会 1

回の計 6 回のプログラムの中で、職員の行

動変容法に対する知識は有意に上昇し、GHQ

による健康度は改善を示した。行動障害を

有する利用者の行動改善については参加者

が測定した 35 個の行動をそれぞれ週単位

で平均生起数を算出した。介入前の 1 週と

フォロー期の最終週のデータを比較検討し

た。 

行動障害を有する利用者の行動改善につ

いては測定された 35 個の標的行動の内、直

接介入しなかった行動も含めて 31 個が減

少し（二項検定 p<.01）、うち 24 個が事

前評価の生起数と比較して半数以下に減少

した（二項検定 p<.01）。 

測定された 35 の行動の内、プログラムの

中でストラテジーシート作成により直接介

入した行動は 28 個、直接介入しなかった行

動は 7 個であった。直接介入した行動のみ

では、減少したものは 24 個、増加または変

化なしが 4 個であった（二項検定 p<.01）。

また減少した 24 個の行動の内、半分以下に

生起数が減少したものは 17 個(二項検定

p<.05)であった。直接介入がなされなかっ

た行動のうち 7 個すべてが半数以下の減少

を示した。また支援尺度の「必要だが実施

していない」の項目数も減少を示した。 

また行動障害の指標である ABC-J、強度

行動障害判定尺度の事前事後の平均得点は

統計的に有意な減少を示した。 

今後、研究的には統制群の設定や、

Fidelity、社会的妥当性の測定などを行う

ことでより客観的なデータ収集を行うこ

と、本プログラムをマニュアル化し、他地

域での専門家実施による追試などが求めら

れる。またプログラムの発展としては、記

録を容易にするための支援ツールの開発

や、ネットなどを活用したスーパービジョ
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ンシステムの開発などが考えられる。 

 

４．強度行動障害のある人の支援を目的と

した行動測定支援アプリケーションと情報

共有支援システムの検討 

（川村尚生・井上雅彦・東野正幸） 

学齢に重篤化する強度行動障害の予防と

治療においてコンサルテーションを実施す

る場合，学校・福祉・医療機関における正

確な情報の共有が重要となる．しかし，実

際の現場においては，連携に必要な情報を

不足なく効率的に収集することが困難な場

合や，現場における問題行動の測定が困難

な場合があり，これらの問題を緩和するシ

ステムが必要となる．そこで本研究では，

正確かつ容易な問題行動の記録と情報の共

有を支援するスマートフォン向けアプリケ

ーションとウェブサービスの開発を検討し

た． 

提案システムは行動観察支援アプリケー

ション，行動測定支援アプリケーション，

および情報共有サーバから構成された。行

動観察支援アプリケーションは，改善した

い問題行動を決定するにあたり問題行動が

発生した状況を正確に記録・共有すること

を支援する．改善したい問題行動を決定す

るためには，その行動に関する詳細な状況

を正確に記録する必要がある．しかし，情

報に不備や不明な点があった場合，医師等

が適切にフィードバックを行うことができ

ない．そこで，不足する情報をアプリケー

ションがリアルタイムで指摘することで正

確な情報の記録を支援するものである． 

行動測定支援アプリケーションは，問題

行動の発生頻度の測定支援を目的としてい

る．教育現場では問題行動に対処しながら

測定を行う場合がありアラーム付きのタイ

マーや紙ベースの記入用紙を用いた方法で

は測定者の負担が大きい．そこで一般に普

及しているスマートフォンのバイブレーシ

ョン機能や音声入力などを活用することで

容易に問題行動の発生頻度を測定可能なア

プリケーションを開発した． 

情報共有サーバでは，それぞれのアプリ

ケーションで入力されたデータを集約し，

異なる組織間での情報共有を実現する．ま

た，個人のプライバシを守るために利用者

間で情報の読み書きの可否を設定できるア

クセス制御機構を導入した．これにより，

効率的な情報共有を実現するとともに電子

メールの誤配信といった日々の現場で発生

し得るヒューマンエラーによる情報漏洩の

対策も可能と考えられる。 

ウェブとスマートフォンは一般に広く普

及しており，これらを用いること複数の機

関において正確かつ容易に情報を共有可能

となる。今後は開発中のシステムの運用を

開始しシステムの評価と改善を行うことが

課題となる。 

 

Ｄ 考察 

強度行動障害研究から、行動障害は学齢

期に重篤化することが示されている。今回

の研究では学齢期の特別支援学校の実態が

初めて明らかにされた。 

知的障害特別支援学校における実態調査

の結果、行動障害のために別室での１対１

対応を行っている児童生徒は 2.11％であり、

対象児童生徒の障害としては自閉症スペク

トラムの特性のある児童生徒が大半を占め、

高等部段階になると知的障害の程度が軽度

の割合が増加する傾向が示唆された。また
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対応としては効果的なアセスメントの不足、

事後対応の多さ、教師への支援と医療連携

のニーズが示された。 

今回開発された機能分析を用いた行動障

害の支援者研修プログラムは、効果的なアセ

スメント、機能分析の方法を支援者が習得

することで対象者の行動障害が軽減するこ

とが客観的な指標や行動測定から明らかに

された。これらを福祉・教育場面でいかに

システムとして定着させることが今後の課

題として残された。今回の調査からあげら

れた連携の課題については、解決手段とし

てのソフトウエアの開発がなされた。異分

野で連携をアシストできるシステムの存在

は、行動障害に関する地域連携システムの

構築の上で重要であり、今後改良重ね現場

で使用可能なものにバージョンアップして

いく必要がある。 

 

F 健康危険情報 

  特になし 

G 関連研究発表 

  別紙 

H 知的財産権の出願・登録状況 

  特になし 
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主任研究者  井上雅彦（鳥取大学医学系研究科） 

研究協力者  大羽沢子（鳥取大学医学系研究科医学専攻） 

       藤家まり（鳥取大学医学系研究科臨床心理学専攻） 

 

 

 

研究要旨 

行動障害のために 1対 1対応を要する児童生徒の実態とその支援体制、及び教員の抱え

るニーズについて全国の知的障害特別支援学校 642 校に郵送によるアンケート調査を行

った。回答があった 396 校のうち、何らかの行動障害のために別室で個別対応を要してい

る児童生徒の数は 1234 名であり、回収された学校の在籍児童生徒数の割合では 2.11％で

あった。 
また、それらの児童生徒の多くは自閉症スペクトラムと知的障害を併せ持っていること

が示された。行動障害の実態把握や指導支援の方法では、機能分析などのエビデンスがあ

る方法が用いられている割合は低く、困った行動が生じてからの事後対応が多く、起こさ

なくて済む事前の支援方略についての理解と対応が不足していることが課題としてあげ

られた。また教師支援や医療との連携の必要性が示唆された。 

 

A. 研究目的 

強度行動障害の概念は，知的障害者施設

などにおいて対応が著しく困難な入所者が

存在することを背景とし，「直接的他害（噛

みつき，頭つき，など）や間接的他害（睡

眠の乱れ，同一性の保持），自傷行為など

が，通常考えられない頻度と形式で出現し，

その養育環境では著しく処遇の困難なもの

をいい，行動的に定義される群」と定義さ

れている。 

強度行動障害については、学齢期に行動

障害が重篤化することが示されてきている

が（Inoue & Gomi,2015）、その多くが在籍

していると考えられる知的障害特別支援学

校における実態や支援体制、教員の抱える

ニーズについて大規模な調査は見当たらな
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い。これらを明らかにすることで、学齢期

支援と連携について具体的な示唆を得るこ

とができると考える。 

本研究では行動障害のために別室での個

別対応を要する児童生徒の実態とその支援

体制、及び教員の抱えるニーズについて全

国調査を行った。 

 
B. 研究方法 
調査協力者 

全国知的障害特別支援学校校長会、日本

自閉症協会の協力を得て、全国の知的障害

特別支援学校 642 校に郵送によるアンケー

ト調査を行った。児童生徒名は無記名とし、

個人情報の取り扱いついては十分な配慮を

行った。 

記入は、学部主事（主任）を対象に行動

障害のある児童生徒の実態について、行動

障害のために 1 対 1 対応を要する児童生徒

の数及び障害名、実態把握の方法、指導・

支援の方法、指導・支援に関する課題、他

機関連携と連携に関する課題などを選択式

で回答するものであった。 

 各質問項目は資料 1~資料 6 に示した。 
C. 研究結果 

396 校から回答があり回収率は 61.7％で

あった。何らかの行動障害のために別室で

個別対応を要している児童生徒の数は

1234 名であり、回収された学校の在籍児童

生徒数の割合では 2.11％であった。内訳は

表 1 に示した。 
全体的に知的障害と自閉症をあわせもつ

児童生徒の数・割合が多かった。実態把握

の方法について「必ず使用」「必要に応じて

使用」「使わない」の 3 肢選択で尋ねたもの

を表 2 に示した。「必ず使用」と「必要に応

じて使用」としたものを合わせて 80%以上

の項目は、「保護者からの情報」93.9%、「行

動観察」90.2%、「医療機関からの情報」

88.3%、「福祉機関からの情報」81.1%にで

あった。これに対して、問題行動に対して

エビデンスの高い「機能分析」は合わせて

38.4％、強度行動障害判定表は、合わせて

6.6%、ＣＢＣＬは同じく 3.3%、ＡＢＣ－Ｊ

は 5.1%であり、使用している割合は低かっ

た。 
 指導・支援の方法は表 3 に示した。「必ず

使用」と「必要に応じて使用」の割合を合

算し、高い順に示した。「障害特性のへの配

慮」から「直接的な指導を行なう」までは、

８０％以上の学校で何らかの形で使用され

ている。「必ず使用する」の割合が高いもの

は「行動障害が起こって別室に誘う」53.5%、

「直接的な指導を行なう」52.9%、「外部と

の連携」47.4%、「無視・消去による対応」

46.1%であった。「機能的アセスメントに基

づく対応」は 36.6%、視覚支援は 18.4%で

あった。一方、「使用しない」割合が高いも

のは、「トークンエコノミーシステム法の実

施」57.7%、「ＰＥＣＳの使用」48.7%、「機

能的アセスメントに基づく対応」41.9％「無

視・消去による対応」36.1%であった。 
 指導・支援における課題や困難点につい

て表 4 に示した。回答の「全くそうだ」を

4 点とし、以下「少しそうだ」3 点、「少し

違う」2 点、「違う」を 1 点として、その平

均点を求めた。平均点が一番高かったもの

は「教師の身体的疲労」で 3.14 点、次いで

「人手不足」3.06 点、「教師のストレス、メ

ンタルヘルスの悪化」2.95 点であった。ま

た、上位 10 項目中 5 項目はスーパーヴィジ

ョンや研修の不足など教師の専門性にかか
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わる項目であった。 
 連携先については、表 5 に示した。市町

村行政との連携は 48.3%、児童相談書

38.8%、発達障害者支援センター29.8%と続

き、ＳＣは 13.8%、ＳＳＷ3.5%など連携の

割合は低かった。また医療はその他の項目

に入っており 16.2%中 9.5%であった。 
連携の課題については表 6 に示した。回

答の「全くそうだ」を 4 点とし、以下「少

しそうだ」3 点、「少し違う」2 点、「違う」

を 1 点として、その平均点を求めた。「医療

機関連携との連携が難しい」2.37、「医療機

関からの情報提供が少ない」2.24、「保護者

から協力を得るのが難しい」2.19 のように

医療機関、保護者との連携の困難性が高か

った。 
 
D. 考察 

本研究の結果から 2.11％の児童生徒が

行動障害のために別室での個別対応を必

要としていることが示された。今回調査

した「別室での個別対応」という状況は、

集団による授業場面の中で児童生徒に一

人教師がついて個別的な配慮を行うとい

う状況よりも、より手厚い個別の支援を

必要とする状態を表している。 
また、それらの児童生徒の多くは自閉

症と知的障害を併せ持っていることが示

された。これは強度行動障害の実態につ

いての井上ら（2012）の結果と同様であ

った。 
実態把握については、知能検査や発達

検査が上位にあげられたが、一方では「使

用しない」も 25.6％であり 1/4 の学校で

は使用されていないことが示された。ま

た行動障害におけるエビデンスのある実

態把握の方法である機能的アセスメント

については 29.2％と約 3 割の学校が「必

ず使用」としているのに対し、「使用しな

い」は 61.6％もあり、学校間の差が大き

いことが示された。 
ABC-JやCBCLといった不適応行動に

に関する客観的指標についてはいずれも

3%台であり、行動障害に特化した実態評

価システムの普及が十分でないことがう

かがえる。松本ら（2014）は発達障害児

者の支援に携わる全国の 2790 の医療機関

および福祉機関を対象に、アセスメントツ

ールの利用の実態と利用を規定する要因に

ついて検討した結果、医療機関や児童相談

所では 9 割、発達障害者支援センターや保

健センターでは 7～8 割であったが、福祉施

設・事業所では僅かに 2 割以下であったこ

とを報告している。 

今回は行動障害に特化した学校現場での

アセスメント利用についての質問であった

が、客観的なアセスメントを学校全体とし

てどこまで実施・活用しているかは明らか

でない。しかし、松本ら(2014)の研究におい

て示された結果として、全般的に知能検

査・発達検査が比較的よく利用されている

一方で、生活能力、問題行動、発達障害特

性に関するツールは利用する機関が少ない

という指摘は、今回のデータにも合致した

のであった。アセスメントツールの利用に

は、人的・経済的・時間的コストなどのリ

ソースだけでなく、アセスメントに対する

理解の不足、ツールの利便性の問題なども

影響することが推測される。 

指導・支援としては、自閉症の基本特

性に配慮した支援である「視覚支援」は

多くの学校で「必要に応じて」取り入れ
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られている(66.9％)ものの、「必ず使用す

る」の割合は 18.4%と低かった。これは

自閉症の基本特性に配慮した支援が、確

実に行われているか疑問を抱かざるを得

ない。 
また「行動障害が起こってから別室へ

誘う」（53.5％）、「直接的な指導を行う」

（52.9％）、「無視・消去」（46.1％）など、

行動が生じてからの対応が目立った。 
行動障害への対応は、それが生じる前

の予防対応の重要性はいうまでもないが、

このような事後対応では、別室に回避で

きることで問題行動が強化されたり、直

接的な指導が抑制的な場合に教師のいな

い場所で生じるようになったり、無視や

消去を徹底できずに問題行動がさらにエ

スカレートすることも予想される。起こ

さなくて済む事前の支援の方略について

の教師研修などが必要である。 
その一方、教員の精神的・身体的疲労、

人手不足、スーパーヴィジョンの不足も

指摘されており、人的、物理的リソース

の見直しも考慮する必要が考えられる。 
 連携については、医療との連携の困

難性があげられており、医療と教育の連

携のあり方のモデルが少ないことが示唆

される。 
今後、行動障害についての教員の専門

性を高め、客観的な評価の利用、抑制的

でない事前の支援、指導の一貫性を維持

できるような学校全体のシステム実現が

求められる。また大学、病院、発達障害

者支援センター、ＮＰＯ法人などの地域

リソースの効果的な活用、家族支援も含

めた福祉・保健機関との連携強化も大き

な課題であり、事例の積み重ねによるモ

デルの構築が期待される。 
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Table 1 行動障害のために別室で個別対応を要している児童生徒数（％）  

 

小 中 高 小 中 高 合計
知的障害のみ 14 10 79 18 18 55 194
知的＋自閉症 46 47 99 201 202 236 831
知的＋その他の障害 7 8 20 40 38 96 209
合計 67 65 198 259 258 387 1234(2.11%)

全ての時間、別室で個別対応し
ている児童生徒（%）

特定の時間だけ、別室で個別対
応している児童生徒（取り出し指

導など）

 
 

 
Table 2  実態把握の方法（複数回答）（％） 

 

必ず使用 必要に応じて 使用しない

1 知能検査や発達検査 37.1% 37.3% 25.6%

2 医療機関からの情報 34.6% 53.7% 11.6%

3 福祉機関からの情報 32.9% 48.2% 18.9%

4 機能的アセスメント 29.2% 9.2% 61.6%

5 学校独自で作成したツール 9.0% 37.3% 25.6%

6 行動観察 6.1% 84.2% 9.6%

7 強度行動障害判定評価表 5.3% 1.3% 93.4%

8 保護者からの情報 5.3% 88.6% 6.1%

9 CBCL 3.3% 0.0% 96.7%

10 ABC-J 3.1% 2.0% 95.0%

11 特に使用していない 10.3%
12 その他 3.9% 2.4% 93.6%  
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Table 3  指導・支援の方法（％） 

 

必ず使用 必要に応じて 使用しない
1 障害特性への配慮 7.2% 79.4% 13.4%

2 教師の校内支援体制 29.6% 56.8% 13.6%

2
行動障害が起こらないよう
な環境調整を行う

23.0% 63.4% 13.6%

4 視覚的支援 18.4% 66.9% 14.7%

4 入学・転学時の引き継ぎ 14.5% 70.8% 14.7%

6 外部機関との連携 47.4% 36.6% 16.0%

7
行動障害が起こってから
別室に誘う

53.5% 29.8% 16.7%

7 保護者との連携 33.3% 50.0% 16.7%

9 余暇スキルを教える 40.6% 41.4% 18.0%

10
行動障害が起こる前
に別室に誘う

45.2% 36.0% 18.8%

11 直接的な指導を行う 52.9% 27.0% 20.2%

12 無視・消去による対応 46.1% 17.8% 36.1%

13
機能的アセスメントに
基づいた指導・支援計画

36.6% 21.5% 41.9%

14 PECSの活用 34.2% 17.1% 48.7%

15 トークン・エコノミー法の実施 30.0% 12.3% 57.7%

16 その他 0.9% 2.0% 97.1%  

 

 
Table 4  指導・支援における課題や困難点の平均得点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 教師の身体的疲労 3.14
2 個別指導対応の増加に伴う人手不足 3.06
3 教師のストレスやメンタルヘルスの悪化 2.95
4 スーパービジョンが不十分である 2.82
5 児童生徒の実態に合った検査の実施 2.80
6 検査の経験が少ない教員が検査を実施する 2.73
7 教師の専門性 2.70
8 発達検査や知能検査を実施する時間の確保 2.66
9 行動障害の実態把握 2.65
10 担当教師への研修が十分でない 2.63

11 対象児童生徒と他児とのトラブル 2.55

12
発達検査の所見を指導・支援に生かす
ことが困難

2.47

13 指導方法がよく分からない 2.37
14 教師の怪我が多い 2.27
15 対象児童生徒との関係 2.22
16 学部内での統一した対応が困難 2.16
17 毎年担任が代わる 1.98
18 他の学年教師とのコミュニケーション 1.95
19 担当者や希望者がなかなか決まらない 1.84
20 担任が非常勤の講師になることがある 1.59
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Table 5 連携先 

1 児童生徒在住の市町村行政 48.2%
2 児童相談所 38.8%
3 各地の発達障害者支援センター 29.8%
4 知的障害児入所施設 26.3%
5 入学・転編入学前の学校 24.3%
6 大学等の専門機関 16.2%
7 教育委員会 15.8%
8 スクールカウンセラー 13.8%
9 児童養護施設 12.9%
10 各地の自閉症協会 11.0%
11 都道府県行政の支援 5.0%
12 スクールソーシャルワーカー 3.5%
13 その他 19.1%  

 

 
Table 6  連携における課題の平均得点 

    

1 医療との連携 2.37
2 医療からの情報提供が少ない 2.24
3 保護者から協力を得る 2.19
4 学校や利用している他機関との連携 2.09
4 学校や利用している他機関からの情報提供が少ない 2.09
6 職員間の連携 2.02
6 保護者からの情報提供が少ない 2.02
6 職員間の意見が合わない 2.03  
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資料 1 行動障害と障害種別について 
 

 
 

資料 2  実態把握の方法 

 

 

  
全ての時間、別室で個別対応している児童生徒 

（人数） 

特定の時間だけ、別室で個別対応して

いる児童生徒（取り出し指導など） 

知的障害のみ 小（   ）・中（   ）・高（   ）人 小（   ）・中（   ）・高（   ）人 

知的＋自閉症 小（   ）・中（   ）・高（   ）人 小（   ）・中（   ）・高（   ）人 

知的 ＋その他の障

害 

小（   ）・中（   ）・高（   ）人 小（   ）・中（   ）・高（   ）人 

実態把握の方法 

必ず使用は○、必要に

応じては△、使わないは

× 

① 知能検査や発達検査を活用している。 

検査名（                                ） 

 

② 学校独自で作成したツール（チェックリストなど）を活用している。 

具体的には（                             ） 

 

③ 強度行動障害判定評価票を活用している。  

④ CBCL（子どもの行動チェックリスト）を活用している。  

⑤ ABC-J（異常行動チェックリスト日本語版）を活用している。  

⑥ 行動観察を行なっている。  

⑦ 機能的アセスメント（ABC 記録や MAS の活用）を行なっている 

（ABC 記録：気になる行動を「きっかけ」「行動」「結果」の 3 つに

分けて記録する MAS： 問題行動の動機づけ尺度） 

 

⑧ 保護者から情報を収集している。  

⑨ 医療機関から情報を収集している。  

⑩ 福祉機関から情報を収集している。  

⑪ 特に、ツールは使用していない。  

⑫ その他・具体的に 

（                                       ） 
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資料 3 児童生徒への指導・支援について 

 
 

指導・支援の方法 

よ く 行 う 

○ 

必要に応

じ て 行 う  

△ 

行わない 

× 

効
果
は
な
か
っ
た 

少
し
効
果
が
あ
っ
た 

効
果
が
あ
っ
た 

① 直接的な指導を行なう（注意や叱責を行なう、

起こっているときに制止する、注意する。） 

 
1 2 3 

② 行動障害が起こりそうになる前に、別室に誘う。  1 2 3 

③ 行動障害が起こらないように環境調整を行う。    1 2 3 

④ 行動障害が起こってから、別室に誘う。  1 2 3 

⑤ 絵・写真カード・スケジュールなどの視覚的支援

を行っている。 

 
1 2 3 

⑥ トークン・エコノミー法を行なっている。  1 2 3 

⑦ PECS（絵カード交換コミュニケーションシステ

ム）を活用して要求言語を増やし、コミュニケー

ションに置き換える指導をしている。 

 

1 2 3 

⑧ 余暇スキル（好きなことで遊ぶ、活動するなど）

を教える。 

 
1 2 3 

⑨ 機能的アセスメントに基づいた指導・支援計画

を立てている。 

 
1 2 3 

⑩ 無視・消去による対応を行っている。  1 2 3 

⑪ 教師の校内支援体制を整えている。  1 2 3 

⑫ 児童生徒の障害特性への配慮をしている。  1 2 3 

⑬ 家庭訪問などによって保護者との連携をしてい

る。 

 
1 2 3 

⑭ 入学・転学時の情報や対応の引継ぎをしてい

る。 

 
1 2 3 

⑮ 外部機関との連携をよくとっている。  1 2 3 

⑯ その他・具体的にご記入下さい。 

 

 

 

1 2 3 
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資料 4 実態把握や児童生徒の支援について 

 

 

 

 

 

 

ま
っ
た
く
ち
が
う 

少
し
ち
が
う 

少
し
そ
う
だ 

ま
っ
た
く
そ
う
だ 

① 児童生徒の実態に合った発達検査や知能検査の実施が難し

い。 
1 2 3 4 

② 発達検査や知能検査を実施する時間の確保が難しい。 1 2 3 4 
③ 検査の経験が少ない教員が検査をするのが課題である。 1 2 3 4 
④ 発達検査や知能検査の所見を指導・支援に生かすことが難し

い。 
1 2 3 4 

⑤ 行動障害が起こる要因や、その対応策を探るための実態把握

が難しい。 
1 2 3 4 

⑥ 担当者や希望者がなかなか決まらない。 1 2 3 4 
⑦ 毎年担任を交代せざるを得ない事情がある。 1 2 3 4 
⑧ 担任が非常勤の講師になってしまうことがある。 1 2 3 4 
⑨ 教師の専門性が追いつかないことがある。 1 2 3 4 

⑩ 教師のストレスやメンタルヘルスが悪化することがある。 1 2 3 4 
⑪ 教師の身体的疲労がある。  1 2 3 4 
⑫ 児童生徒への対応についてスーパービジョン（行動障害に関す

る専門家からの指導・助言）が十分でない。 
1 2 3 4 

⑬ 担当教師への研修が十分でない。 1 2 3 4 
⑭ 他の学年教師とのコミュニケーションが困難である。 1 2 3 4 
⑮ 教師の怪我が多い。 1 2 3 4 
⑯ 対象児童生徒との関係が形成しづらい。 1 2 3 4 
⑰ 対象児童生徒と他児とのトラブルが多い。 1 2 3 4 
⑱ 個別指導対応の増加に伴う人手不足 1 2 3 4 
⑲ 指導方法がよく分からない。 1 2 3 4 
⑳ 学部内で統一した対応が困難である。（教師の多様な価値観） 1 2 3 4 
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資料 5 他機関との連携について 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

  連携している機関等 連携の有無 年○回、月○回などの頻度（ある所のみ） 

① スクールカウンセラ

ー 

 年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

② スクールソーシャル

ワーカー 

 年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

③ 教育委員会  年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

④ 児童相談所  年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑤ 児童生徒在住の市

町村行政 

⑥ （福祉課・子育て支

援課等） 

 

年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑦ 知的障害児入所施

設 

 年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑧ 児童養護施設  年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑨ 大学等の専門機関  年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑩ 都道府県行政の支

援（巡回相談など） 

 年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑪ 各地の自閉症協会  年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑫ 各地の発達障害者

支援センター 

 年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑬入学・転編入学前の

学校 

 年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 

⑭その他 

（           

           ） 

 

年  回 /   学期に  回  月  回 / 不定期 
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資料 6 他機関等との連携に関わる課題 

 

 

 
 
 
 

ま
っ
た
く
ち
が
う 

少
し
ち
が
う 

少
し
そ
う
だ 

ま
っ
た
く
そ
う
だ 

① 職員間の連携が難しい。 1 2 3 4 

② 職員間の意見が合わない。 1 2 3 4 

③ 保護者からの情報提供が少ない。 1 2 3 4 

④ 保護者から協力を得るのが難しい。 1 2 3 4 

⑤ 医療からの情報提供が少ない。 1 2 3 4 

⑥ 医療との連携が難しい。 1 2 3 4 

⑦ 学校や利用している他機関からの情報提供が少な

い。 

1 2 3 4 

⑧ 学校や利用している他機関との連携が難しい。 1 2 3 4 
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厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業） 
 

主任研究者 井上雅彦 

 

分担研究報告書 

 
知的障害特別支援学校における行動障害のある 

児童生徒に関する実態調査（２） 

 

 

主任研究者  井上雅彦（鳥取大学医学系研究科） 

研究協力者  大羽沢子（鳥取大学医学系研究科医学専攻） 

       藤家まり（鳥取大学医学系研究科臨床心理専攻） 

 

研究要旨 

調査１であげられた何らかの行動障害のために別室で1対1対応を要している児童

生徒 1234 名のうち、834 名についてその実態をさらに詳しく調査分析した。実態と

して、広汎性発達障害を含めた自閉症スペクトラムの割合が７~８割であり、知的障

害の程度は、小中高等部と学部が上がるにしたがって重度・最重度の割合が減少し、

中度・軽度の割合が増えることが示された。知的障害が中軽度であっても行動障害全体

の重篤さは軽減するわけではないこと、学部が上がるにしたがって行動障害の中身がより

触法的な内容の割合が増え、内容に変化がみられるということが明らかとなった。 
知的障害特別支援学校に在籍する児童生徒について、自閉症や行動障害に対する客観的

なアセスメントの実施が求められともに、特別支援学校内のユニバーサルな教育環境とし

て、自閉症特性がある児童生徒が参加しやすい環境を一次支援として整えることで重篤化

を予防し、その上で個々の行動障害に対する個別的な指導や支援を一貫して行っていく必

要があることが示唆された。 

 

A. 研究目的 

報告（2）では行動障害のために別室で

1対1対応を要する児童生徒のより詳しい

実態について分析し、特別支援学校におけ

る指導・支援方法について考察する。 

 
B. 研究方法 

 調査対象者 
行動障害のために別室で 1 対 1 対応を

要する児童生徒の担任もしくは学年主任

を対象に、調査１該当児童生徒から各学部

1 名程度を取り上げ、以下の内容について

尋ねた。児童生徒名は無記名とし、個人情

報の取り扱いついては十分な配慮を行っ

た。 

 

調査内容 
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① 診断名 
診断名は自閉症、広汎性発達障害、

ADHD、その他の 4 項目から選択して

記入してもらった。 
② 知的障害の程度 

重度・中度・軽度については、知能検

査の結果や障害者手帳の記述等を参

考にして記入してもらった。 
③ 強度行動障害判定基準項目（旧法） 

厚生労働省（1993）が定めた強度行動

障害判定基準は、１１の行動を示す項

目からなる（資料 1）。項目に示される

内容は、「ひどい自傷」や「強い多少」

などであり、行動の有無とその頻度を

選択する。選択肢に示される頻度の表

現は、項目によって異なる。例えば「ひ

どい自傷」であれば、「週に 1、2 回（1
点）」「一日に 1,2 回（3 点）」「1 日中

（5 点）」である。該当の行動がみられ

ない場合は 0 点となる。 
④ PARS-TR 短縮版 

PARS-TR（2013,発達障害支援のため

の評価研究会編）は、PARS（安達

ら,2006;神尾ら,2006;辻井ら,2006）の

改訂版である。PARS は国内で開発・

標準化された ASD アセスメントのた

めの半構造化面接形式の尺度であり、

幼児期 34 項目、児童期 33 項目、思春

期・成人期 33 項目の各年齢帯に対応

した３つのバージョンがあり、ASD
の鑑別力や ASD アセスメントのゴー

ルデンスタンダードである ADI-R と

の関連などの観点から妥当性がある

とと確認されている。PARS-TR は各

評定値の評定例を大幅に書き加え、評

定する行動の頻度と程度について指

針を示し、評定不能の場合の記入につ

いて明らかにしている。PARS-TR 短

縮版は全項目中23項目のASD児者に

おける特徴的な行動を記述したもの

で、「なし（そのようなことはなかっ

た/ない）（０点）」、「多少目立つ（多少

そのようなことがあった/ある）」（1
点）,「目立つ（よくそのようなことが

あった/ある）（2 点）」の 3 段階評定を

行う。 
短縮版の評定基準は、「幼児期ピー

ク得点（幼児期の症状が最も顕著な時

の評定）5 点以上（幼児期・児童期）、

7 点以上（思春期・成人期）で PDD
が強く示唆される、児童期現在得点 7
点以上、思春期・成人期現在得点 8 点

以上 PDD が強く示唆される」となっ

ている。 
⑤ 日本版 Vineland-Ⅱ適応行動尺度の不

適応行動領域項目より７項目 
日本版 Vineland-Ⅱ適応行動尺度（辻井

ら, 2012;以下、Vineland と記載）は、 
様々な障害をや疾患を抱える者の適応

行動の発達や機能低下を評価するため

の半構造化面接形式の尺度であり、知的

障害・発達障害のアセスメントを始め、

国際的に幅広い研究・臨床の文脈で使用

されている。Vineland は全 435 項目か

らなり、大きく適応行動尺度と不適応行

動尺度の２つに分かれている。適応行動

尺度は 4 領域本（コミュニケーション

スキル、日常生活スキル、社会性、運動

スキル）から構成され、それぞれに２つ

から３つの下位領域が存在する。不適応

行動尺度は、不適応内向、不適応外向、

不適応その他、重要項目の４つの下位尺
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度からなるが、数量的評価には前三者が

用いられ、重要事項については個別的な

評価のみを行う。本研究では行動障害の

内容で、強度行動障害判定基準表には含

まれないものの、この判定基準表との相

関が高く、判定基準に入れるかどうかか

課題になっていた項目（井上ら,2010）
より選定した。 

 
C. 研究結果 

調査１であげられた何らかの行動障

害のために別室で1対1対応を要してい

る児童生徒 1234 名のうち、834 名につ

いてさらに詳しく調査を行なった。実態

として、広汎性発達障害を含めた自閉症

スペクトラムの割合が７~８割であり、

知的障害の程度は、小中高等部と学部が

上がるにしたがって重度・最重度の割合

が減少し、中度・軽度の割合が増えるこ

とが示された。強度行動障害判定基準表

と PARS 短縮版の結果を図 1、図 2 に示

した。 
 強度行動障害判定基準表及び PARS
短縮版の平均得点と標準偏差はそれぞ

れ 8.47(6.04)、12.31(5.33)であった。 
不適応項目については、特に高等部で高

い傾向が見られた。 
 
D. 考察 

行動障害のために別室で1対1対応を

要する児童生徒のより詳しい実態とし

て個々のプロフィールについて調査し

たところ、その多くが自閉症スペクトラ

ムと知的障害を併せ持つ児童生徒であ

り報告(1)を裏付けるものであった。ま

た PARS 短縮版得点平均は自閉症スペ

クトラムのハイリスクを示すカットオ

フ値を上回っており、行動障害と自閉症

スペクトラムの高い関連性を改めて示

した。 
強度行動障害判定基準表については

10 点以上が該当するとされており本報

告の対象児童生徒の得点の高さが示さ

れた。さらに知的障害の程度については

学部が上がるごとに中軽度の割合が増

加する傾向が見られ、同様に Vineland
適応行動尺度の不適応項目から抽出し

た 7 項目の得点についても高等部が高

くなる傾向が示された。これは知的障害

が中軽度であっても行動障害全体の重

篤さは軽減するわけではないこと、学部

が上がるにしたがって行動障害の中身

がより触法的な内容の割合が増え、内容

に変化がみられるという実態が明らか

となった。 
 【総合考察】 
 本研究の 2 報告を総合して、特別支援

学校における行動障害のある児童生徒

への指導・支援の在り方について考察す

る。 
知的障害特別支援学校の多くは、知的

障害の程度を基準として、単一・重度重

複などの教育課程を編成している学校

が多いが、自閉症や行動障害の程度は必

ずしも知的障害の程度に依存しない。行

動障害と自閉症スペクトラムの関連性

の高さが指摘される中（井上ら,2012）、
まず知的障害特別支援学校に在籍する

児童生徒について、自閉症や行動障害に

対する客観的なアセスメントの実施が

求められる。 
行動障害がある児童生徒に対する指
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導・支援の課題については、特別支援学

校内のユニバーサルな教育環境として、

自閉症特性がある児童生徒が参加しや

すい環境を一次支援として整えること

で重篤化を予防し、その上で個々の行動

障害に対する個別的な指導や支援を一

貫して行っていく必要がある。 
 
 
引用文献 
安達 潤，行廣隆次・井上雅彦，他：広汎

性発達障害日本自閉症協会評定尺度

（PARS）短縮版の信頼性・妥当性につ

いての検討 精神医学 50：431-438, 

2008 

Aman MG, Singh MN（小野善郎訳）：異常

行動チェックリスト日本語版（ABC-J）

による発達障害の臨床評価．じほう，

2006 

井上雅彦，岡田 涼，野村和代，他：知的

障害者入所更生施設利用者における強

度行動障害とその問題行動の特性に関

する分析．精神医学 2010 

厚生省：強度行動障害特別処遇事業の取り

扱いについて．厚生省通達, 1993 

辻井正次 村上隆監修 日本版 Vineland-

Ⅱ適応行動尺度マニュアル．日本文化科

学社 2014 

F. 健康危険情報 
該当なし 

 
G. 研究発表 
特になし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 

特になし 
 
2. 実用新案登録 
特になし 

3. その他 
特になし 
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Fig2  PARS 短縮版の得点分布 

Fig1 強度行動障害判定基準法の得点分布 

Table 1 行動障害のために 1 対 1 対応をしている児童生徒の実態

人数
（男：女）

診断 % 知的障害 %

小学部
275
（226:49）

1自閉症
2広汎性発達障害
3その他
4ADHD

69.8%
17.8%
11.3%
5.8%

1重度
2中度
3軽度

63.7%
26.7%
9.6%

中学部
243
（197:46）

1自閉症
2広汎性発達障害
3その他
4ADHD

69.5%
13.6%
13.6%
6.2%

1重度
2中度
3軽度

59.7%
25.1%
13.2%

高等部
321
（243:78）

1自閉症
2広汎性発達障害
3その他
4ADHD

58.6%
14.3%
13.1%
8.1%

1重度
2中度
3軽度

52.0%
20.6%
23.4%
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資料１  旧法における強度行動障害障害判定基準表 
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厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業） 

 

 

主任研究者 井上雅彦 

 

分担研究報告書 

 

福祉施設職員を対象とした機能分析を用いた行動障害に対する支援者養成研修の効果 

 

 

主任研究者  井上雅彦（鳥取大学医学系研究科） 

研究協力者  綾木香名子（鳥取大学医学系研究科臨床心理相談センター） 

 

 

 

研究要旨 

本研究では行動障害のある利用者を担当する福祉職員を対象として、機能分析に基づく

スタッフトレーニングプログラムを実施し、その効果を検討した。連続 5回と事例発表会

1 回の計 6 回のプログラムの中で、職員の行動変容法に対する知識は有意に上昇し、GHQ

による健康度は改善を示した。行動障害を有する利用者の行動改善については参加者が測

定した 35 個の標的行動の内、直接介入しなかった行動も含めて 31 個が減少し、うち 24

個が事前評価の生起数と比較して半数以下に減少した。また行動障害の指標である

ABC-J、強度行動障害判定尺度の事前事後の平均得点は統計的に有意な現象を示した。本

プログラムの有効性について論じた。 

 

A. 研究目的 

いわゆる障害者虐待防止法に基づく虐待

予防を推進するためには、身体拘束などを

引き起こす虐待リスク要因の一つである強

度行動障害について適切な支援方法を広め

る必要がある。例えば Williams(2010)は

1999 年から 2009 年までの文献レヴューか

ら、拘束的なアプローチを減らし､かつなく

していくために、問題行動を引き起こす先

行条件のアセスメントと環境整備、スタッ

フトレーニングの重要性を示した。また、

そのための方法論として応用行動分析、機

能分析的アプローチが有効であることを指

摘している。 

行動障害に対する有効なアプローチとし

ては、エビデンスの側面から応用行動分析

学による機能分析に基づくアプローチが多

くの研究で推奨されているが、これを用い

た我が国における効果的なスタッフトレー

ニングプログラムの開発と普及にむけた取

り組みが求められている。 

しかしながらスタッフトレーニング研究
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の中でも、行動障害に関するものは多くな

い。その理由として Shore et al.(1995)は、

不適切行動を減少させるための手続きは行

動獲得のための手続きよりも複雑であり、

介入対象である不適切行動はスタッフにと

って有害な影響をもたらすため、指導を維

持していくことが困難であり、一貫した指

導が保たれなければ消去に対する抵抗を生

じやすくなってしまうことを指摘してい

る。 

櫻井･倉光・野口（2011）は、強度行動障

害の支援者育成を目的とした実践研修であ

る『行動障がい支援研修』の研修効果につ

いて検討している。研修には、市内の障害

者施設・事業所職員、居宅支援事業所ヘル

パー、特別支援学校教員等の 16 名の受講者

が参加し、3 日間にわたって、行動障がい

の支援に関する講義、グループ演習、行動

障害を有する協力者に対する支援計画ミー

ティング、協力者に対する実習といったプ

ログラムを受講する。 

研修の終了後に受講者から提出された実

習報告書の支援内容と課題点の記述、協力

者の問題行動と活動従事の状況に関する記

述から、受講者に対する本研修の成果を整

理した結果、問題行動を予防するための先

行子操作と行動への対応法に関する支援内

容は多く実践されていたが、適切行動の対

応法については提案も少なく、十分に実践

されていないことが明らかとなった。また、

協力者の実習時の状況については、協力者

によって行動問題や活動従事の状況に大き

な差が見られた。今後の課題として、行動

問題の軽減と適切行動の形成の直接的支援

技法の獲得に有効な講義内容や演習展開、

実習協力者の選定等を再検討する必要があ

るとこが指摘された。 

 

本研究では行動障害のある利用者を担当

する福祉職員を対象として、機能分析に基

づくスタッフトレーニングプログラムを実

施し、その効果を検討する。 

 
B. 研究方法 

参加者 

募集方法 

Ａ県委託の研修事業として企画され，県内

の主要な障害者支援施設，障害児施設およ

び医療機関に案内を送付し、現在行動障害

のある方を直接担当しており、プログラム

に 3 分の 2 以上出席できることを条件に参

加者を募集した。 

 

参加者のプロフィール 

 参加者は 20 代から 40 代の男性 10 名、

女性 8 名の合計 18 名であった。職種は入所

施設職員 11 名、通所施設 7 名で、経験年数

は 2 か月から 8 年であった。、なお在宅支

援員 4 名が参加希望していたが利用者への

支援機会がほとんどなく演習参加ができな

かったため事例を用いずに講義のみのオブ

ザーバー参加とし、分析対象からは除外し

た。参加者のプロフィールを Table1 に示し

た。 

 

利用者のプロフィール 

 本プログラムでは参加者の在籍する事業

所において、実際に参加者が担当する利用

者の行動を取り上げた。利用者のプロフィ

ールとターゲット行動を Table2 に示した。

標的行動は参加者側が主訴としてあげた行

動と、実際に本プログラムで行われた行動
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をあげており、下線のあるものが本プログ

ラムで取り上げ介入したものである。 

 

スタッフ 

講師：臨床心理学および応用行動分析学を

専門とし，20 年以上の臨床経験を有する大

学教員 1 名 

インストラクター：強度行動障害の臨床経

験のある障害者支援施設・障害児施設・医

療機関に勤務する職員 5 名 

サブインストラクター：同職員 2 名 

補助スタッフ：臨床心理学を専攻する大学

院生・内地留学生計 7~10 名 

 

研修方法 

参加者は、4-5 名ずつ 5 つグループに分

かれ、各グループにはインストラクター1

名とサブインストラクターが 1-2 名程度つ

いた。講師は標的行動の選定方法、記録方

法、ストラテジーシートの使用方法につい

てレクチャーを行った。参加者はインスト

ラクターの指示のもと各グループにて、ス

トラテジーシートに基づいて介入計画を立

てた。 

参加者は各研修の間で各自の職場におい

て指導プログラムを実践・記録し、次回の

研修に行動記録を提出し，サブインストラ

クターがデータをグラフ化，フィードバッ

クを行った。なお，記録の提出は FU 研修

時まで継続して行った。研修スケジュール

を Table3 に示す。 

 

測定指標および測定方法 

研修前および FU 研修時に以下の尺度測定

を実施した。 

① KBPAC-SF (Knowledge of Behav-

ioral Principle as Applied to        

Children-Short Form 志賀，1983）： 

KBPAC（O’ Dell, et.al, 1979; 

Knowledge of Behavioral Principle 

as Applied to Children）を 25 項目に

絞った簡略版、参加者の応用行動分析

に関する基礎知識の変容を測定するも

の 

② GHQ30：Goldberg（1979）の一般健康

質問票（General Health Question-

naire:GHQ）30 項目版 の日本語訳版中

川ら（1981）によって翻訳されたもの

を用い，参加者の精神的健康度を測定し

た。一般的疾患性，身体的症状，睡眠障

害，社会的活動障害，不安と気分変調，

希死念慮とうつ傾向の下位因子それぞ

れ 5 項目から構成されている。採点に

おいては，「よかった」「いつもとかわ

らなかった」については 0 点，「悪か

った」「非常に悪かった」については 1 

点としてその合計点数を求める。 

③ ABC-J（ABC-J (Aberrant Behavior 

Checklist-Japanese version; 小野，

2006）異常行動チェックリスト日本語

版（ABC-J）は，Aman ら（1985）が作

成した異常行動チェックリスト

（Aberrant Behavior Checklist）の改訂版

を邦訳し，標準化のプロセスを経て，日

本において使用できる異常行動チェッ

クリストとして作成されたものである

（Aman & Singh, 2006）。ABC -J は，問

題となる行動を示す項目群から構成さ

れ，各項目について，「問題なし（0 点）」

「問題行動の程度は軽い（1 点）」「問題

行動の程度は中等度（2 点）」「問題行動
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の程度は著しい（3 点）」の 4 段階で評

定する。下位尺度は，興奮性（15 項目），

無気力（16 項目），常同行動（7 項目），

多動（16 項目），不適切な言語（4 項目）

の 5 下位尺度 58 項目からなる。 

④ 強度行動障害判定基準 

厚生省（1993）が定めた強度行動障害

判定基準は，11 の行動を示す項目から

なる。項目に示される内容は，「ひどい

自傷」や「強い他傷」などであり，行動

の有無とその頻度を選択する。選択肢に

示される頻度の表現は，項目によって異

なる。例えば，「ひどい自傷」であれば，

「週に 1，2 回（1 点）」「一日に 1，2 回

（3 点）」「1 日中（5 点）」である。当該

の行動がみられない場合は 0 点となる。

通常は，施設職員が入所者の行動を評定

するが，本研究では保護者が子どもの行

動について評定した。旧法の強度行動障

害判定指針・判定表（厚生省，1998） 

⑤ 支援尺度 

支援尺度については，困った行動への

対応を尋ねる 16 項目を独自に作成した。

それぞれの項目に対して，「はい」「いい

え」「必要なし」で回答を求めた。得点

化にあたっては、「はい」「いいえ」「必

要なし」の各評定の個数を算出し、分析

に使用した(Table5)。 

⑥ 標的行動の生起・生起頻度 

参加者に標的行動の一日当たりの生

起数をカウントし、記録を依頼した。 

⑦ 実行度チェックリスト：立案したストラ

テジーシートの項目を実施できたかど

うかについて実行度のチェックを行う

ものである。問題行動に関する項目 2

項目、望ましい行動に関する項目 3 項

目について、実施状況を「必要であるが

行えていない（1 点）」「少し行ってい

る（2 点）」「まあまあ行っている（3

点）」「積極的に行っている（4 点）」

の 4 段階で評定し、実施した結果につ

いては「まったく効果がなかった（1

点）」「あまり効果がなかった（2 点）」

「少し効果があった（3 点）」「とても

効果があった（4 点）」の 4 段階で評定

する。また、チーム実践に関する 3 項

目については「できなかった（1 点）」

「できた（2 点）」の 2 段階で評定する

（Table6）。 

 

C. 研究結果 

 

出席率 

参加者18名の出席率は98.3%であった。 

 

各評価尺度の平均得点の変化 

研修参加者の指標について、研修前後に

おける研修参加者の KBPAC 得点は 5％水

準で有意な得点の上昇が認められた。GHQ

の平均得点については改善は認められたが

統計的な有意差は得られなかった。 

利用者の行動変容については、ABC-J の

全体平均得点では 10％水準での有意傾向、

及び下位尺度の興奮性において 5％水準で

有意な得点の低下が認められた。また、強

度行動障害判定指針・判定表の合計得点に

ついても 5％水準で有意な得点の低下が認

められた。 

 

標的行動の生起・生起頻度 

参加者が各職場で行動観察して測定した

行動の内、一度のみの測定及び継続的に測



5 
 

定したが生起しなかった行動を除いて、測

定対象になった行動は 35 個であった。測定

された 35 個の行動についてそれぞれ週単

位で平均生起数を算出した。介入前の 1 週

とフォロー期の最終週のデータを比較検討

した。 

行動障害を有する利用者の行動改善につ

いては測定された 35 個の標的行動の内、直

接介入しなかった行動も含めて 31 個が減

少し（二項検定 p<.01）、うち 24 個が事

前評価の生起数と比較して半数以下に減少

した（二項検定 p<.01）。 

測定された 35 の行動の内、プログラムの

中でストラテジーシート作成により直接介

入した行動は 28 個、直接介入しなかった行

動は 7 個であった。直接介入した行動のみ

では、減少したものは 24 個、増加または変

化なしが 4 個であった（二項検定 p<.01）。

また減少した 24 個の行動の内、半分以下に

生起数が減少したものは 17 個(二項検定

p<.05)であった。直接介入がなされなかっ

た行動のうち 7 個すべてが半数以下の減少

を示した。また支援尺度の「必要だが実施

していない」の項目数も減少を示した。 

 

D. 考察 

本研究では行動障害のある利用者を担当

する福祉職員を対象として、機能分析に基

づくスタッフトレーニングプログラムを実

施し、その効果を検討した。連続 5 回と事

例発表会1回の計6回のプログラムの中で、

職員の行動変容法に対する知識は有意に上

昇し、GHQ による健康度は改善を示した。 

行動障害を有する利用者の行動改善につ

いては参加者が測定した 35 個の標的行動

の内、直接介入しなかった行動も含めて 31

個が減少し、うち 24個が事前評価の生起数

と比較して半数以下に減少した。また行動

障害の指標である ABC-J、強度行動障害判

定尺度の事前事後の平均得点は統計的に有

意な現象を示した。 

参加者による日々の行動観察による記録

測定に関しては信頼性の算出は実施してお

らずデータの信頼性に対する限界は有して

いる。しかしながらこれらの数値において

大きな改善を示したこと、直接介入してい

ない標的行動の測定値や全体的な行動障害

の評定尺度による改善も示されたことは、

本プログラムの介入効果の般化及び応用可

能性を示していると考えられる。 

また参加者による介入に関する忠実度

（Fidelity）の客観的測定は行っていない

が、実行度チェックという形での自己評定

が高かったこと、及び行動変容に対する知

識得点が統計的に有意に上昇していること

から、ある程度の整合性が保たれていたの

ではないかと推察される。 

参加者の精神健康度は、今回の研修プロ

グラムによって統計的に有意な改善は示せ

なかったものの平均得点は改善しており、

本プログラムが過度な精神的負担をもたら

していないことが推察される。 

今後、研究的には統制群の設定や、

Fidelity、社会的妥当性の測定などを行う

ことでより客観的なデータ収集を行うこ

と、本プログラムをマニュアル化し、他地

域での専門家実施による追試などが求めら

れる。 

またプログラムの発展としては、記録を

容易にするための支援ツールの開発や、ネ

ットなどを活用したスーパービジョンシス

テムの開発などが考えられる。 
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Table 1 参加者のプロフィール 

参加者名 性別 年齢 経験年数 施設種別

S1 男 20代 1年2ヶ月 入所

S2 男 30代 5年 通所

S3 男 30代 1年2ヶ月 入所

S4 女 20代 2ヶ月 入所

S5 女 20代 1年5ヶ月 通所

S6 男 20代 5年2ヶ月 入所

S7 女 20代 4年2ヶ月 通所

S8 女 30代 5年2ヶ月 通所

S9 男 40代 4年3ヶ月 通所

S10 女 20代 1年2ヶ月 入所

S11 男 30代 5年2ヶ月 入所

S12 男 20代 2年2ヶ月 入所

S13 男 20代 1年2ヶ月 入所

S14 男 20代 5年1ヶ月 入所

S15 女 30代 2年2ヶ月 入所

S16 男 30代 8年 通所

S17 女 30代 1年1ヶ月 通所

S18 女 20代 2ヶ月 入所  
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Table 2 利用者のプロフィールと標的行動 

利用者 性別 年齢 診断名 知的レベル 標的行動

S1 男 52 知的障害 重度 爪はがし

糖尿病 爪・指の皮をかむ

角膜潰瘍 カットバンをかむ

S2 男 19 知的障害 重度 移送車からスムーズに降りられない

てんかん こだわりで次の行動に移れない

脳性まひ 特定の職員のところへ行き、座り込む

脳原性移動機能障害

S3 男 32 知的障害 最重度 破衣行為

自閉症 他害行為

物投げ

破衣行為未遂

S4 女 32 知的障害 中等度 大声

自閉的傾向 暴力

物投げ

S5 男 18 知的障害 重度 突然ジャンプする

自閉症 壁叩き

言語遅滞

S6 男 31 知的障害 重度 放尿

脳性まひ 放便

S7 女 19 知的障害 最重度 他害（ソファに他利用者が座っている）

自閉症 他害（職員の様子を伺いながら）

他害（理由不明）

S8 男 20 知的障害 中等度 にらむ

てんかん 暴言

粗暴（机蹴り等）

S9 男 18 知的障害 重度 飛び出し・走り出し

自閉症 ジャンプ・走り出し

ジャンプし飛び出す

S10 女 23 知的障害 重度 職員を叩く

自閉症 奇声

てんかん

S11 男 23 知的障害 重度 肛門いじり

自閉症

S12 男 15 知的障害 重度 泣き叫び

自閉症 ドア蹴り・壁叩き

他害

頭打ち

S13 男 40 知的障害 重度 背中打ち（1回）

自閉症 背中打ち（2回以上）

てんかん 背中打ち（居室）

アトピー性皮膚炎 背中打ち（居室以外）

慢性中耳炎

S14 男 41 知的障害 重度 盗食

自閉症 盗食未遂

S15 女 22 知的障害 最重度 トイレに10分以上座る

てんかん

S16 男 28 知的障害 重度 座ったまま動こうとしない

自閉症

てんかん

S17 男 20 知的障害 重度 うるさいと訴える（大声）

自閉症 からかい

てんかん

S18 女 64 知的障害 重度 無断外出

統合失調症 脱衣

パーキンソン症候群 支援拒否  
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Table3 研修スケジュール 
第1回 オリエンテーション

講義（強度行動障害がある者の基本理解

　　　　・基本的な情報収集と記録等の共有）

第2回 講義（強度行動障害に関する制度及び支援技術の基礎知識

昨年度研修参加者による実践報告

グループ演習（ストラテジーシートの立案）

第3回 講義（行動障害がある者の固有のコミュニケーションの理解）

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

第4回 講義（チームアプローチ・余暇支援について）

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

第5回 講義（前回までの復習）

強度行動障害のある子どもを育てる保護者による講演

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

FU 講義（まとめ）

研修参加者による実践報告

修了式  
 

 

 

Table4 強度行動障害判定基準表

1点 3点 5点

1 ひどい自傷 週に1，2回 一日に1，2回 一日中

2 強い他傷 月に1，2回 週に1，2回 一日に何度も

3 激しいこだわり 週に1，2回 一日に1，2回 一日に何度も

4 激しいもの壊し 月に1，2回 週に1，2回 一日に何度も

5 睡眠の大きな乱れ 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日

6 食事関係の強い障害 週に1，2回 ほぼ毎日 ほぼ毎食

7 排泄関係の強い障害 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日

8 著しい多動 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日

9 著しい騒がしさ ほぼ毎日 一日中 絶え間なく

10 パニックでひどく指導困難 あれば

11 粗暴で恐怖感を与え，指導困難 あれば

行動障害の内容
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Table5 支援尺度項目 

項目内容 実施 要実施 必要なし

1 意思表出を適切に行えるように支援している 1 2 3

2
困った行動のもつ機能（役割）を分類し、その機能（役割）に応じた行動を同じ行動と教えて
いる

1 2 3

3
日常生活動作（排泄、入浴、着替えなど）を自立して適切に行えるように、支援ツールを使
うなどの環境の工夫をしている

1 2 3

4
トークンシステム（決められた目標を達成するとポイントがもらえ、ポイントがたまると欲しい
ものがもらえる）を実施している

1 2 3

5
適切な行動を教える場合、まずは本人の現状に合わせた達成しやすい目標を立て、少し
ずつ目標をステップアップさせながら指導するように工夫している。

1 2 3

6
低減させたい行動をしていない時、言葉がけをしたり、少しの間一緒にその行動をすること
がある

1 2 3

7
するべきことを伝える際、本人が理解しやすいように言葉づかいや伝えるタイミングを工夫
している

1 2 3

8 見通しをもって活動が行えるように、事前に活動の内容や終了の目安を伝えている 1 2 3

9 するべきことを伝える際、視覚的にわかりやすい絵図や写真などを使用している 1 2 3

10 するべきことの順序がわかりやすいように、スケジュールを提示している 1 2 3

11 活動内容やスケジュールに変更がある場合、事前にそのことを伝えている 1 2 3

12 活動や課題を与える際、本人の好みや能力に合わせて活動の内容や分量を調整している 1 2 3

13 活動や課題を与える際、本人が自分で決定や選択できる要素を取り入れている 1 2 3

14
困った行動が起こるのを予防するために、苦手な刺激を取り除いたり、和らげたりするなど
周囲の環境を調整している

1 2 3

15 困った行動が起こりやすい場面では、絶えず側に付き1対1で対応している 1 2 3

16 普段の対応では手に負えなくなった緊急の場合、応援を要請できる人がいる 1 2 3

17
困った行動が起こるのを予防するために、好みの活動や余暇活動が出来るような時間や
場所を用意している

1 2 3

18
疲れたり、調子が悪くなったりした場合に、一人で過ごすことのできる場所（パーソナルス
ペース）を用意している

1 2 3

19
本人の支援を安定した一貫性のあるものとするために、必要に応じてミーティングを実施し
ていますか

週1以上
月2～3
程度

年に数回
程度

特にして
いない  
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Table6 実行度チェックリスト 

1 2 3 4 X 1 2 3 4

1 2 3 4 X 1 2 3 4

X 1 2 3 4 X 1 2 3 4

X 1 2 3 4 X 1 2 3 4

X 1 2 3 4 X 1 2 3 4

X チームで行う必要がなかった

1 できなかった
2 できた

1 できなかった
2 できた

X チームで行う必要がなかった

1 できなかった
2 できた

チームで記録ができた

問題行動が生じた場合に、
適切な対応ができた

チームで実践ができた

チームで事例会議ができた

望ましい行動が生じやすくなるような
事前の工夫ができた

望ましい行動に対してほめることができた

望ましい行動が生じにくい場合に、
適切な援助ができた

項目 実施状況 実施した結果※

問題行動が生じにくいような事前の工夫ができた

 X．対象の行動が生じなかった
 1．必要であるが行えていない
 2．少し行っている
 3．まあまあ行っている
 4．積極的に行っている

 X. 実施していない
 1．まったく効果がなかった
 2．あまり効果がなかった
 3．少し効果があった
 4．とても効果があった
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Table7 各評価尺度の平均得点 

N pre post

KBPAC 18 11.56 14.17 t (17)=-4.704, p<.01

GHQ30 18 7.56 6.28

ABC-J 18 63.28 54.44 t (17)=1.958, p<.10

興奮性 18 19.39 16.33 t (17)=2.398, p<.05

常同行動 18 6.61 5.94

無気力 18 15.50 13.67

多動 18 17.67 15.11

不適切な言語 18 4.11 3.39

強度行動障害判定指針・判定表 18 11.33 8.00 t (17)=3.344, p<.05

支援尺度
　（必要だが実施していない項目数）

16 3.12 2.39
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研究要旨 

学齢に重篤化する強度行動障害の予防と治療においてコンサルテーションを実施する場

合，学校・福祉・医療機関における正確な情報の共有が重要となる．しかし，実際の現場

においては，連携に必要な情報を不足なく効率的に収集することが困難な場合や，現場に

おける問題行動の測定が困難な場合があり，これらの問題を緩和するシステムが必要とな

る．そこで本研究では，正確かつ容易な問題行動の記録と情報の共有を支援するスマート

フォン向けアプリケーションとウェブサービスの開発を検討した． 

 

 

A. 研究目的 

強度行動障害は学齢期以降で重篤化する

傾向が指摘されており[1]，学齢期における

重篤化の予防や重篤化した場合に教育・福

祉・医療機関が効果的に連携して支援する

システムの構築が望まれている．教育・福

祉・医療といった複数の機関が効果的に連

携するためには正確かつ容易に情報を共有

できることが重要である．しかし，現状で

は紙や電子メールを用いた情報共有が主な

手段となっており，効率的な情報の共有手

段が確立されていない．そこで本研究では，

強度行動障害における問題行動への支援手

法において最もエビデンスのある機能分析

を用いた支援手法について，情報通信技術

を活用することで複数の機関が正確かつ容

易に情報を共有するための情報システムを

検討する． 

提案システムは行動観察支援アプリケー

ション，行動測定支援アプリケーション，

および情報共有サーバから構成される．行

動観察支援アプリケーションは，改善した

い問題行動を決定するにあたり問題行動が

発生した状況を正確に記録・共有すること
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を支援する．改善したい問題行動を決定す

るためには，その行動に関する詳細な状況

を正確に記録する必要がある．しかし，情

報に不備や不明な点があった場合，医師等

が適切にフィードバックを行うことができ

ない．そこで，不足する情報をアプリケー

ションがリアルタイムで指摘することで正

確な情報の記録を支援する． 

行動測定支援アプリケーションは，問題

行動の発生頻度の測定支援を目的としてい

る．教育現場では問題行動に対処しながら

測定を行う場合がありアラーム付きのタイ

マーや紙ベースの記入用紙を用いた方法で

は測定者の負担が大きい．そこで一般に普

及しているスマートフォンのバイブレーシ

ョン機能や音声入力などを活用することで

容易に問題行動の発生頻度を測定可能なア

プリケーションを検討する．情報共有サー

バでは，それぞれのアプリケーションで入

力されたデータを集約し，異なる組織間で

の情報共有を実現する．また，個人のプラ

イバシを守るために利用者間で情報の読み

書きの可否を設定できるアクセス制御機構

を導入する．これにより，効率的な情報共

有を実現するとともに電子メールの誤配信

といった日々の現場で発生し得るヒューマ

ンエラーによる情報漏洩の対策も可能なシ

ステムを検討する． 

 

B. 研究方法 

1) 行動観察支援アプリケーション 

問題行動がどのような環境で発生したか

を正確に記録するためには環境を表す様々

な情報を詳細に記録する必要がある．しか

し，それらの情報を不備なく記録するには

訓練を必要とし，また記録した情報に不備

がある場合には医師らが適切にフィードバ

ックを行い情報を修正した上で共有する必

要があるがその負担は小さくない．そこで，

記録者が基本的には一人でも問題行動の記

録を正確に実施でき，かつ記録者や医師ら

との情報共有を容易に実現するための行動

観察記録支援アプリケーションを設計する． 

1.1) 記録項目 

最も柔軟性の高い入力方法として任意の

自然文を入力する方法が考えられる．しか

し，入力された情報を分析する際に，構文

解析，意味解析，および誤り訂正といった

前処理が必要となるほか，入力内容の正確

性が入力者の説明能力に強く依存すること

から，情報を正確かつ容易に共有するとい

う点では適していない．そこで，行動が発

生した状況を予め決められた形式で記録す

る方法を検討する． 

児童の周辺環境に関する情報を含まない

基本的な記録項目として，行動を行った主

体，行動内容，および行動が向けられた対

象が挙げられる．この基本情報に対して詳

細な周辺の環境情報を付与する．環境情報

としては日時や場所といった時空間情報と，

行動が発生した際の周辺情報を記録する．

基本情報は行動が生じた瞬間の点を記録す

ることに対して，環境情報はその点の時間

軸において継続的に関わりのある周辺情報

を記録する． 

入力する情報を表 1 に示す．それぞれの

項目は指定したデータ型で保存する．統一

的なデータ型で保存することで，例えば行

動が増加した対処方法だけを検索すること

や，それぞれの項目に関連する情報だけを

検索可能となり，問題行動が発生する条件

の分析等に役立てることが可能となる． 
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また，それぞれのデータ型をどの程度ま

で詳細化するかは今後の課題である．例え

ば場所の情報としてはスマートフォンに搭

載されている GPS モジュールなどから得ら

れる物理的な緯度経度情報や，学校や図書

館などの特定の目的を果たす施設といった

意味レベルの場所情報が考えられる．これ

らの情報が行動の分析においてどの程度有

効な情報になり得るかは検討の余地がある． 

1.2) 入力支援機能 

類似した状況で発生した行動の記録を容

易化するために，入力項目の補完機能と複

製機能を提供する．補完機能では，インク

リメンタルサーチにより過去に入力した項

目から部分一致する入力候補を表示しそこ

から選択することで入力を容易化する．複

製機能は，入力項目の大半が同じ行動を記

録する際に，差分だけ変更するだけで記録

が完了する．ただし，個人のプライバシを

守るため，これらの支援機能による情報は

システムの利用者本人が過去に入力した情

報からのみ提供されるものとする．また，

入力のヒントを表示する機能も考えらえる．

例えば入力した情報が本人だけにしか分か

らない情報では共有しても医師等がフィー

ドバックを行うことができない．そこで，

頻発する入力の不備をヒントとして自動的

に表示することで，医師等のフィードバッ

クにかかる負担を軽減できる．しかし，実

際にどのような入力の不備があり得るのか

は，今後の評価実験等による調査が必要で

ある． 

2) 行動測定支援アプリケーション 

前述した行動観察記録支援アプリケーシ

ョンにより標的行動が定まると，実際に標

的行動が増加したか減少したかを定量的に

測定する．強度行動障害における標的行動

を測定する際には，標的行動の対処も行い

ながら測定も並行して実施することになる

ため，実際に測定を行うのは難しい場合が

ある． 

代表的な測定方法にはインターバル記録

法やタイムサンプリング法といったものが

ある[2]．インターバル記録法では一定の時

間間隔においてそれぞれの時間間隔内で標

的行動が発生したかどうかを記録する．タ

イムサンプリング法では一定の時間間隔に

おいて各時刻の瞬間に標的行動が行われて

いたかを記録する．いずれの方法も現状で

は，アラーム機能付きのタイマーと筆記用

具と用いて専用の用紙に記録することで測

定が実施されていることが多いが，現場で

は標的行動への対処も並行して行う必要が

あるため記録するにも手を離せない場合や

アラームを聞き忘れてしまい正確に記録す

ることが難しいといった課題がある． 

近年ではスマートフォンが一般に普及し

ており，スマートフォンには音声やバイブ

レーション機能といった多様な通知機能や

位置センサや加速度センサといった様々な

センサを搭載している．そこで，スマート

フォンの機能を活用することで，観察者が

容易に測定を行えるアプリケーションを設

計する． 

現場では観察者が標的行動に対処するた

め手を離せない状況が考えらえる．そこで，

スマートフォンの画面操作だけでなく，ス

マートフォン自体を振る・叩くといった容

易な操作や，Bluetooth などの無線接続によ

るヘッドセットを用いた音声入力により，

標的行動の有無の入力を容易化する． 

また，従来手法であるアラーム付きのタ
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イマーを用いてインターバルの開始と終了

を感知しようとする場合，大声をあげると

いった行動に対処する際にアラームを聞き

逃す場合が考えらえる．そこで，観察者が

様々な環境においてもインターバルを開始

と終了を感知できるように，スマートフォ

ンのアラーム機能だけでなくバイブレーシ

ョン機能の活用も検討する．インターバル

の終了時に観察者が入力を完了するまでバ

イブレーションを行い続けることで入力の

し忘れを防ぐことが可能となる． 

このようなスマートフォンが備える様々

な入出力手段を活用することで多様な現場

環境に対応可能な測定支援アプリケーショ

ンを安価に提供可能となる． 

3) 情報共有サーバ 

前述した行動観察支援アプリケーション

及び行動測定支援アプリケーションで入力

されたデータは情報共有サーバを用いて共

有する（図 1）．本サーバは組織内ネットワ

ークやインターネット上に設置可能とする．

観察者はパソコンやスマートフォンを用い

て行動観察情報や行動測定情報を情報共有

サーバに保存する．保存された情報には関

連する組織のユーザがリアルタイムでアク

セス可能となる． 

ただし，個人のプライバシを保護するた

め，入力されたデータは関連する人物間の

みが読み書きできるようにアクセス制限を

行う．これにより，今まで使われていた紙

や電子メールを用いた情報交換方法に比べ

て誤送信といった日々起こりうるヒューマ

ンエラーの抑制も期待できる．また，表計

算ソフトやワープロソフトといった汎用の

データ形式ではなく，情報共有サーバで統

一されたデータ形式で情報を記録すること

で，情報の再利用性の向上や，行動履歴を

分析する際のデータの前処理などを手間が

削減可能となり，より正確で迅速な支援戦

略の構築に役立てることができる． 

 

C. 研究結果 

情報を共有するためのウェブアプリケー

ション及びスマートフォン向けアプリケー

ションのプロトタイプを設計・開発した．

ウェブとスマートフォンは一般に広く普及

しており，これらを用いること複数の機関

において正確かつ容易に情報を共有可能と

なる． 

 

D. 考察 

本年度は情報システムの設計と開発のみ

を行った．今後は，実際に複数の機関で正

確かつ容易に情報を共有可能であるか評価

を行うとともに，実利用に耐えうる仕様の

策定と実装の実現にむけて改善を行ってい

く必要がある． 

 

E. 結論 

学齢期において強度行動障害を持つ児童

を支援するために，教育・福祉・医療とい

った複数の機関で情報を正確かつ容易に共

有するシステムの提案を行った．本システ

ムにより，行動観察記録や行動測定記録と

いった機能分析に必要な情報を正確かつ容

易に共有可能となり，学齢期における強度

行動障害に関する支援をより充実させるこ

とが可能となる．今後は開発中のシステム

の運用を開始しシステムの評価と改善を行

う． 
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図 1: 情報共有システムの概要 
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表 1: 行動観察記録アプリケーションの入力項目 

分類 項目 利用者向けの質問文 データ型 

基本情報 行動の主体 

 

その行動は誰が行いましたか？ 

 

Person 

行動の内容 その行動はどのような動作でし

たか？ 

Behavior 

行動の対象 その行動は誰または何に対して

行われましたか？ 

Object 

環境情報 日時 その行動はいつ行われました

か？ 

DataTime 

 

場所 その行動はどこで行われました

か？ 

Location 

 

人物 その行動は誰と一緒にいる時に

行われましたか？ 

Person 

 

活動 その行動は何をしている時に行

われましたか？ 

Activity 

対処その１ 対処者 

 

その行動に対してだれが対処し

ましたか？ 

User 

対処方法 その行動に対してどのように対

処しましたか？ 

Support 

対処による変化 対処その 1 によりその時の行動

はその場でどのように変化しま

したか？ 

増加」「減少」「あまり変わらな

い」から選択してください。 

Change 

※対処その 1 により行動がその場で増加（エスカレート）した場合 

対処その２ 対処者 その場で増加した行動に対して

だれが対処しましたか？ 

User 

対処方法 その場で増加した行動に対して

どのように対処しましたか？ 

Support 

対処による変化 対処その 2 によりその時の行動

はその場でどのように変化しま

したか？ 

「増加」「減少」「あまり変わら

ない」から選択してください。 

Change 
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